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１ 全国と三重県における性犯罪の認知・検挙状況

不同意性交等
三重県 全国

認知件数 順位 検挙件数 順位 認知件数 検挙件数

2023（令和５）年 26 30 15 32 2,711 2,073

2022（令和４）年 22 18 21 16 1,655 1,401

不同意
わいせつ等

三重県 全国

認知件数 順位 検挙件数 順位 認知件数 検挙件数

2023（令和５）年 58 23 45 23 6,096 4,813

2022（令和４）年 38 26 40 20 4,708 4,062

性的姿態
撮影等

三重県 全国

認知件数 検挙件数 認知件数 検挙件数

2023（令和５）年 37 10 2,538 1,296

（単位：件）

1

（注）令和5年7月以前は強制性交等の件数を計上

（注）令和5年7月以前は強制わいせつ等の件数を計上

（注）令和5年7月以降に新設

（単位：件）

（単位：件）



２ 若年層※における性暴力被害の実態

2内閣府「若年層の性暴力被害の実態に関するオンラインアンケート及びヒアリング結果」（令和4年3月）を加工

（１）性暴力被害への遭遇率（ｎ=6,224：複数回答）

情報ツールを用
いた性暴力被害

性交を伴う性暴力
被害

身体的接触を伴う
性暴力被害

言葉による性暴
力被害

視覚による性暴力
被害

4.1%

12.4%

7.4%

17.8%

9.7%

⇒回答者のうち、26.4％（約４人に１人）が何らかの性暴力被害に遭ったことがあると回答
⇒性暴力の被害を受けたことがある人の47.3％（約２人に１人）はどこ（だれ）にも相談しなかったと回答
⇒どこ（だれ）にも相談しなかった人の25.7％（約４人に１人）はどこ（だれ）に相談してよいかわからなかった
と回答

（２）性暴力被害に遭った時に相談した人・機関（n=2,040）
家族や親戚

友人・知人

学校関係者

職場・アルバイト関係者

民間の専門家や専門機関

医療関係者
性犯罪・性暴力被害者支援の専門相談
窓口

性暴力に関するSNS相談（Cure time）

被害者支援センター
配偶者暴力相談支援センター・男女共
同参画センター

法務局・地方法務局、人権擁護委員

警察

上記以外の公的な期間（市役所など）

どこ（だれ）にも相談しなかった

27.4％
31.2％

11.3％
5.6％
2.3％
1.7％

0.9％
0.7％

0.5％
0.5％

5.6％

1.2％

0.7％

47.3％
その他 1.7％

※内閣府では若年層を16～24歳と定義し、アンケートを実施



3内閣府「若年層の性暴力被害の実態に関するオンラインアンケート及びヒアリング結果」（令和4年3月）を加工

（３）性暴力被害による生活の変化（ｎ=2,040 ：複数回答）

⇒性暴力を受けたことがある人の約63％（約３人に２人）が日常生活に何らかの影響を受けていると回答
⇒性暴力のない社会にするために必要な取組として、「刑法を改正して罪を問えるようにしたり罪を重くする」に次
いで、「社会全体への周知・啓発」や「性暴力の加害者・被害者・傍観者にならないための教育」、「加害者に再
犯防止プログラムを受けさせること」が続く

（４）性暴力のない社会にするために必要な取組
（n=2,040 ：複数回答）特にない

夜、眠れなくなった

異性と会うのが怖くなった

誰のことも信じられなくなった

生きているのが嫌になった・死にたくなった
人づきあいがうまくいかなくなった

被害者や被害時の状況を思い出させるようなことがきっ
かけで被害を受けた時の感覚がよみがえる
神経過敏になり、少しの刺激に過敏に反応してしった
り、イライラ・そわそわしやすくなった

心身に不調をきたした
学校・大学をしばらく休んだ・やめた・変えた

33.3％
21.4％

17.8％
18.9％

14.3％
16.8％

10.2％
11.1％

6.4％
9.5％

5.7％

11.3％

3.6％
性行動が活発になった

1.9％

自分に自信がなくなった

外出するのが怖くなった

5.2％
4.7％
4.2％
3.8％

1.8％
4.0％

携帯電話の電話番号やメールアドレス、SNSのアカウント
を削除した・変えた

生活全般にわたって活動的でなくなった、趣味、学業や
仕事への関心が低くなった

医療機関を受診し、精神疾患と診断された

転居（引っ越し）、別居した

飲酒量・薬物量が増えた

その他

性犯罪・性暴力に関する刑法を改正して、加害
者を罪に問えるようにしたり、罪を重くする 59.2%

47.2%

43.4%

32.8%

30.9%

29.8%

28.4%

3.6%

社会全体に性犯罪・性暴力について広く知って
もらうこと

性暴力の被害者・加害者・傍観者にならないた
めの教育、人権教育の推進

加害者に再犯防止プログラムを受けさせること

仕事（アルバイト）をしばらく休んだ・やめた・変えた

警察の取り締まりの強化

加害者の行動を追跡できるようにGPSをつけるな
ど再犯防止対策を強化すること

パトロールを行うなどの防犯体制の強化

その他
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H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
電話相談 LINE相談 メール相談 面接相談 法律相談 合計

Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ５

相談件数 262 328 331 390 328 623 637 658 497

前年度比 ー ＋66 ＋３ ＋59 ▲62 ＋295 ＋14 ＋21 ▲161

令和５年度の相談件数
４９７件

平成２７年の開設時の
約１.９倍
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5

R 5

R 4

10代
64件

20代
144件

50代
71件

40代
101件

30代
86件

60代～
14件

不明
176件

10代
67件

20代
103件

50代
34件

40代
61件

30代
58件

60代～
14件

不明
160件

R 5

R 4

男性
71件

女性
567件

不明・その他
20件

⇒20代～40代を中心に幅広い年代層から相談

不明・その他
29件

女性
372件

男性
96件

⇒女性からの相談が中心だが、男性からも相談

みえ性暴力被害者支援セ
ンター よりこ

三重県の総合的対応窓口

警察本部被害者支援室

性犯罪被害相談電話
♯８１０３（ハートさん）

女性相談所
（女性相談支援センター）

児童相談所

法テラス（犯罪被害者
支援ダイヤル）

どれも聞いたことがない

市町の総合的対応窓口

9.5％

3.8％

14.7％

11.0％

13.1％

7.5％

11.1％

25.9％

46.5％

⇒「よりこ」の認知度向上に向け、更なる周知・
啓発が必要

【令和5年度ＩＴ広聴事業（ｅ－モニター）結果】



令和２年6月
性犯罪・性暴力対策の強化の方針

令和５年３月
性犯罪・性暴力対策の更なる強化の方針

令和５年７月
こども・若者の性被害防止のための緊急対策パッケージ

令和２年～令和４年 集中強化期間 令和５年～令和７年 更なる集中強化期間

７ 国の動向

 刑事法に関する検討とその結果をふまえた適切な対処

 性犯罪者に対する再犯防止施策の更なる充実

 被害申告・相談をしやすい環境の整備

 切れ目のない手厚い被害者支援の確立

 教育・啓発活動を通じた社会の意識改革と暴力予防

取
組
内
容

取
組
内
容

 刑事法改正への対応・刑事手続きの適切な運用

 再犯防止策の更なる充実と性犯罪・性暴力の予防

 被害申告・相談をしやすい環境の整備

 切れ目のない手厚い被害者支援の確立

 教育啓発活動を通じた社会の意識改革と暴力予防

 新たな課題への対応

弱い立場に置かれたこども・若者が
性被害に遭う事案が後を絶たない状況

実
施
す
る
強
化
策

 改正刑法等の趣旨・内容を広く国民に周知、厳正な対処
 加害者の被害者に対する強い影響力を利用した事案の取締まり強化
 日本版ＤＢＳ導入に向け早期法案提出に向けた検討を加速
 保育所などにおける虐待防止のため、通報義務に関し児童福祉法改正を検討
 「生命（いのち）の安全教育」を全国展開
 プライベートゾーン等の啓発キャンペーン活動を実施
 子育て支援の場等を通じて保護者に啓発
 「男性・男児のための性暴力被害者ホットライン」を開設
 文化芸術分野における相談窓口の設置
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８ 県の取組① 「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」を通じた支援
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８ 県の取組② ＳＮＳを活用した相談支援
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８ 県の取組③「学校における児童生徒間の性暴力対応支援ハンドブック」の作成・活用
（Ｒ４～Ｒ５）

・令和２年度の「よりこ」の相談
件数は前年比約２倍の623件に増
加、10代の相談件数は前年比３倍
以上の105件に増加した

＜三重県における相談状況＞ ＜子どもの性被害の特徴＞

・本人が性被害だと認識できず、
必要な支援につながりにくい
・心身の発達に重大な悪影響を及
ぼし、⾧期にわたり苦しめられる

既存の取組が遅れている
「学校における児童生徒間の性暴力」

への支援強化が必要

R3

み
ん
つ
く
事
業
を
通
し
て

学
校
関
係
者
等
に
課
題
意
識
を
喚
起

協力校への
ヒアリング調査

支援関係機関への
ヒアリング調査

■作成検討委員会
（全３回）

① アンケート及びヒアリン
グ分析結果に基づいたハン
ドブックの内容の検討

↓
② 素案の検討

↓
③ 最終案の検討

【検討委員会メンバー】
教職員(管理職、養護)
警察
公認心理師会
弁護士会
県、市町教育委員会
法務少年支援センター
児童相談所
よりこ相談員
くらし・交通安全課

【関係機関】
関係機関間の

連携・情報共有
発生時の被害

者支援

R5

■ハンドブック完
成
〇配付先
⇒県内の全学校の
全教職員及び関係
各機関へ配付
（約２万２千部）

【学校現場】
ハンドブックを

活用した学校内の
研修会の開催

連

携

小中高全学校への
アンケート調査

先行県等への
ヒアリング調査

9
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９ 県の性犯罪・性暴力に関する取組の位置づけ

11

三重県犯罪被害者等支援条例

◎ 「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」の運営及び強化

◎ 学校現場における犯罪被害への対応力の強化

三重県犯罪被害者等支援推進計画 第二期（R6～R8）

重点施策

Ｉ総則

２推進体制

３基本的施策

 「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」を運営し、多
様な性犯罪・性暴力被害者の相談・支援を実施

 性別、年齢を問わず発生する性被害・性暴力に対して、身
体的負傷や心的外傷など、多様化する相談に対応できるよ
う、精神科を含めた医療機関との連携の充実

 子どもの性犯罪・性暴力被害発生時の対応力及び被害の潜
在化を防ぐための対応力向上と連携

三重県犯罪被害者等支援推進計画 第一期（R２～R5）

県の性暴力に関する取組はこれまで「三重県犯罪被害者等支援推進計画」に基づいて実施している
⇒取組を更に推進するため、三重県犯罪被害者等支援条例に定めるものほか、新たな条例において規定が必要

「みえ性暴力被害者支援センター よりこ」
を通じた支援【取組①】

産婦人科等における医療費公費負担

「学校における児童生徒間の性暴力対応支援
ハンドブック」の作成・活用（Ｒ４～Ｒ５）
【取組③】

 相談（面接、電話、ＳＮＳ【取組②】、メール）
 心理相談（臨床心理士によるカウンセリング）
 法律相談（弁護士相談）
 付き添い支援（病院、警察など）

犯罪被害者等見舞金制度

 緊急避妊、性感染症検査費用
 連携協定を結んだ医療機関（２６機関）

 遺族、重傷病、精神療養見舞金



10 他府県の状況

◎茨城県性暴力の根絶を目指す条例
（令和４年11月21日公布）

○目的 性暴力の根絶
○対象 全ての性暴力被害者
○内容
 基本理念
 県の責務・役割
 県民、事業者、市町村、医療療機関の役割
 取組３つの柱
①被害者支援
②被害防止のための教育
③加害者の再犯防止（届出制度） ※罰則なし

○特色
 議員提案による条例
 子ども（18歳未満）に対する性犯罪を犯し、刑期を終えた
者に対する住所等の届出を義務化（罰則規定なし）
・条例制定時、住所等の届出に対して多数の反対意見が
あり、罰則を削除

・これまでに１件の届出（R４～R５）
・届出義務の対象者数は不明（把握する手段なし）

 被害者支援、被害防止のための教育、加害者の再犯防止の
取組をそれぞれ異なる部局で実施

◎福岡県における性暴力を根絶し、性被害から県民
等を守るための条例（平成31年３月１日公布）

○目的 性暴力の根絶
○対象 全ての性暴力被害者
○内容
 基本理念、基本方針
 県、県民、事業者、市町村の責務、医療機関の取組
 取組３つの柱
①被害者支援
②被害防止のための教育・啓発
③加害者の再犯防止（届出制度・罰則）

○特色
 議員提案による条例
 当時、人口10万人当たりの性犯罪認知件数が全国ワースト
２位

 子ども（18歳未満）に対する性犯罪を犯し、刑期を終えた
者に対する住所等の届出を義務化（罰則規定あり）
・条例制定時、住所等の届出に対して多数の反対意見あり
・これまでに28件の届出（R２～R５上半期）
・届出義務の対象者数は不明（把握する手段なし）

 被害者支援、被害防止のための教育・啓発、加害者の再犯
防止の取組を全て同一の担当課で実施

 性暴力対策アドバイザーを養成後、各学校に派遣
 令和6年3月条例を改正し、学校やスポーツ施設、公共交通
機関等での性的な目的で同意なく撮影する行為を性暴力と
定義

福岡県 茨城県
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◎長野県子どもを性被害から守るための条例
（平成28年７月７日公布）

○目的 子どもの性被害防止
○対象 子ども（18歳未満）
○内容
 基本理念
 県、県民、保護者、学校、事業者の責務
 基本施策
 規制を行う行為・罰則（※いわゆる淫行処罰規定）

○特色
 全国で唯一「青少年保護育成条例」がなかった
 社会環境の変化により、子どもの性被害への県民の懸念が
高まり、他の都道府県で規定する「青少年保護育成条例」
の内容もふまえ制定

◎大阪府子どもを性犯罪から守る条例
（平成24年３月28日公布）

○目的 子どもへの性犯罪の防止
○対象 子ども（18歳未満）
○内容
 安全確保に関する啓発等（府の責務）
 規制を行う行為・罰則
 社会復帰支援、住所等の届出制度・罰則

○特色
 当時、強制わいせつ罪の認知件数が全国最多
 子ども（18歳未満）に対する性犯罪を犯し、刑期を終えた者に
対する住所等の届出を義務化（※全国初）（罰則規定あり）
・条例制定時、住所等の届出に対して多数の反対意見あり
・これまでに242件の届出（H24~R5）（R5:20件）
・届出率は推定63%※(H30）
※提供を得られた法務省（大阪刑務所、滋賀刑務所、加古川刑務
所、大阪保護観察所、大阪保護観察所堺支部）からの情報を基
に対象者を推計し、算出

大阪府 ⾧野県
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◆条例制定の必要性

①性犯罪・性暴力の根絶に向けた県民の気運醸成
 性犯罪・性暴力は決して他人事ではなく、誰もが身近に起こりうる問題として捉
える必要がある。

 性暴力根絶に向けた県民意識の高揚と更なる気運の醸成につなげ、社会全体で性
暴力のない三重県をめざしていく必要がある。

②性犯罪・性暴力の被害防止と被害者支援の更なる推進
 性犯罪・性暴力被害防止のための教育・啓発活動を推進していくとともに、性犯
罪等被害者に寄り添った切れ目のないきめ細かな支援を一層充実させていく必要が
ある。

③社会情勢の変化に対する適切な対応
 性犯罪・性暴力の被害をめぐっては、デジタル技術の進展を始めとする急速な社

会の変化に伴って犯罪の形態も変遷していることから、社会の情勢に応じた適切な
対応を講じていく必要がある。

性犯罪・性暴力は、被害者の尊厳を著しく踏みにじる行為であり、その心身に⾧期にわたり重大な悪
影響を及ぼすもので、決して許されるものではない。また、弱い立場に置かれた子ども・若者の性被害
が後を絶たず、その根絶に向けた取組や被害者支援を強化していく必要がある。
そこで、性犯罪・性暴力の根絶をめざし、以下の観点から新たな条例の制定を検討する。
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◆条例制定のポイント（おおまかな方向性）

① 条例では性暴力の根絶をめざすとともに、被害者を支援す
るため、基本的理念の他、各主体の責務や役割、県の基本
的な施策を定めることとする。

② 性犯罪・性暴力被害は年齢・性別を問わず発生することか
ら、条例で守るべき被害者は年齢・性別を問わずすべての
被害者を対象とする。
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